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     The 2011 off the Pacific coast of Tohoku, Japan, earthquake caused serious damage to engineering 

structures, not only due to tsunamis but also due to strong ground motions. The serious damage of bridge, 

slope and embankment due to the 2011 main shock is reported. In this study, we computed site amplification 

factors at seismic observation stations around the damage sites based on the moderate earthquake 

observation records. The calculated site amplification factors will contribute to the strong motion estimation 

of the damaged sites and clarification of damage mechanisms in the future study. 
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1. はじめに 

 2011年東北地方太平洋沖地震では，津波による被害だ

けでなく，地震動に起因した土木構造物の被害が数多く

報告されている．Figure 1は，本稿において取り扱う被災

地点の分布を示す．单三陸町志津川1),2)では，水尻川や八

幡川の橋梁において強震動および(もしくは)津波による

被災が報告されている(Photograph 1(a)参照)．東北新幹線

愛宕高架橋3),4)では，2003年三陸单地震による被災橋梁が

2011年東北地方太平洋沖地震によっても損傷するなどの

被害が報告されている(Photograph 1(b)参照)．仙台市泉区

单光台5)では，宅地造成地盤の地すべりに伴う深刻な被

害が報告されている(Photograph 1(c)参照)．仙台市青葉区

西花苑5)では，自然斜面における地すべりの再活動によ

る深刻な被害が報告されている(Photograph 1(d)参照)．東

北新幹線長町高架橋6)では，2011年東北地方太平洋沖地

震の強震動による広範囲にわたる被災が報告されている

(Photograph 1(e)参照)．茨城県牛久市牛久町7)では，JR常

磐線の牛久駅～佐貫駅間における鉄道盛土の被災により

運行再開に大きな影響を及ぼしたことが報告されている

(Photograph 1(f)参照)．これらの被災地点における本震時

における地震動を推定することは，今後の土木構造物の

耐震性検討などのためにも非常に重要8)である． 

 そこで本稿では，地震動の推定を行う際の基礎的検討

として，2011年東北地方太平洋沖地震以前の中小地震観

測記録などに基づいて，対象被災地点(Figure 1参照)周辺

の既存強震観測点におけるサイト増幅特性を評価した． 
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Figure 1  The distribution for sites of interest in this study. 

(a. Shizugawa, Minami Sanriku Town, b. Odaki Viaduct of Tohoku Shinkansen, 
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Nagamachi Viaduct of Tohoku Shinkansen and f. Ushiku Town, Ushiku City) 
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(a)  Shizugawa, Minami Sanriku Town2) 

 

 

(b)  Odaki Viaduct of Tohoku Shinkansen4) 

 

 

(c)  Nankodai, Izumi Ward, Sendai City5) 

 

 

(d)  Seikaen, Aoba Ward, Sendai City5) 

 

 

(e)  Nagamachi Viaduct of Tohoku Shinkansen6) 

 

 

(f)  Ushiku Town, Ushiku City (15 March, 2011) 

Photograph 1  The damage condition at sites of interest due to the 2011 off the Pacific coast of Tohoku Earthquake. 
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2. 強震観測記録の整理 

2.1 概要 

Figure 2に対象被災地点(Figure 1参照)周辺における既

存強震観測点の分布を示す．対象とした既存強震観測点

は，(独)防災科学技術研究所強震観測ネットワーク(K-

NET)9)，(独)防災科学技術研究所基盤強震観測網(KiK-

net)9)，気象庁計測震度観測点(JMA)10)，国土交通省地震

計ネットワーク(MLIT)11)，NEXCO東日本による地震観測

システム，東北工業大学アレー強震観測システム(Small-

Titan)12),13)，JR東日本による地震観測警報システム，首都

圏強震動総合ネットワーク(SK-net)14)，岩手県および宮城

県による震度情報ネットワークシステムである．Figure 2

には，2011年東北地方太平洋沖地震における強震観測記

録（最大加速度PGA，SI値15)，気象庁計測震度10)）につ

いても同時に示している． 

2.2 南三陸町志津川 

Figure 2(a)に示すように，单三陸町志津川周辺では，

(旧・現)JMA志津川，K-NET歌津，KiK-net志津川があり，

K-NET歌津およびKiK-net志津川では2011年東北地方太平

洋沖地震による本震記録が残されている．一方で，旧・

JMA志津川(单三陸町防災対策庁舎)では，津波による被

災の影響で本震時における波形データが記録されておら

ず，計測震度の値のみが公開されている16)．そのため，

現在では，单三陸町仮庁舎において地震観測が2012年6月

28日12時より開始されている(現・JMA志津川参照)． 

2.3 愛宕高架橋 

Figure 2(b)に示すように，愛宕高架橋周辺では，奥州市

江刺支所，K-NET水沢，JMA水沢，水沢I.C.が存在してい

る．江刺支所とK-NET水沢は愛宕高架橋からほぼ等距離

にあるにも関わらず，2011年東北地方太平洋沖地震によ

る観測地震動の指標値が両観測点では大きく異なってお

り，サイト特性の影響が示唆される． 

2.4 泉区南光台 

Figure 2(c)に示すように，泉区单光台周辺では，Small-

Titan单光台東小学校および自治体観測点(泉区将監，青

葉区雨宮)が存在している．泉区单光台近傍のSmall-Titan

单光台東小学校における本震記録に対して，北方の泉区

将監は類似しているが，单方の青葉区雨宮は差異が大き

くなっている． 

2.5 青葉区西花苑 

Figure 2(d)に示すように，青葉区西花苑周辺では，

Small-Titan栗生小学校，青葉区落合，仙台宮城I.C.，仙台

西国道維持出張所の計4つの地震観測点が存在している．

青葉区西花苑からの距離は概ね類似しているが，仙台宮

城I.C.と仙台西国道維持出張所(震度計)の観測地震動の差

異17)など，比較的近接している観測点間でも本震時の地

震動特性が大きくことなっていることが読み取れる． 

2.6 長町高架橋 

Figure 2(e)に示すように，長町高架橋周辺では，JR新長

町SSP，Small-Titan二ツ沢，Small-Titan東長町小学校，仙

台河川国道事務所が存在している．Small-Titan東長町小

学校と仙台河川国道事務所は，両観測点間の距離が短く，

本震観測記録の特性も類似している．一方で，JR新長町

SSPや西方のSmall-Titan二ツ沢に対しては，観測地震動の

指標値が大きく異なっている． 

2.7 牛久市牛久町 

Figure 2(f)に示すように，牛久市牛久町周辺では，首都

圏強震動総合ネットワークによる3観測点(SK-net牛久，

SK-net藤代，SK-net竜ヶ崎)が存在しており，SK-net藤代

での本震観測記録が他観測点と比較して，非常に大きな

指標値を示している． 

2.8 総括 

以上，上述したとおり，比較的近傍の観測点同士であ

るにも関わらず観測地震動の特性が大きく異なる場合が

あり，更に一様な距離減衰とはなっていないことから，

各観測点でのサイト特性の影響などが示唆される．よっ

て，対象被災地点(Figure 1参照)における地震動の評価の

ためには，周辺の観測点で得られた本震記録を転用18)す

るだけでは信頼性に乏しく，まず，対象被災地点におけ

るサイト特性を適切に評価する必要性が示唆される． 

 

3. サイト増幅特性の評価 

3.1 概要 

 Figure 3に対象被災地点(Figure 1参照)周辺の既存強震

観測点における水平方向のサイト増幅特性(地震基盤～地

表)を示す．さらに，Figure 4には，单三陸町志津川およ

び牛久市牛久町周辺の既存強震観測点における延長方向

のサイト増幅特性(地震基盤～地表)を示す．なお，K-

NET歌津，KiK-net志津川，K-NET水沢におけるサイト増

幅特性(水平方向)については，スペクトルインバージョ

ンに基づく既存のサイト増幅特性19)を採用した． 

3.2 南三陸町志津川 

 Figure 3(a)は，(旧・現)JMA志津川，K-NET歌津，KiK-

net志津川における水平方向のサイト増幅特性を比較した

ものである．旧・JMA志津川におけるサイト増幅特性は，

まず，旧・JMA志津川とKiK-net志津川で同時に得られた

本震前の中小地震観測記録を対象に，両地点の距離の違

いによる補正20),21)を考慮したフーリエスペクトル(0.05Hz 
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Figure 2  The distribution for observed ground motion records at permanent stations around sites of interest. 
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0.1 1 10
0.1

1

10

100

水沢I.C.

K-NET水沢

江刺支所

S
it

e
 A

m
p

li
fi

c
a

ti
o

n
 F

a
c

to
rs

Frequency (Hz)  

(b)  Odaki Viaduct of Tohoku Shinkansen 
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(c)  Nankodai, Izumi Ward, Sendai City 
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(d)  Seikaen, Aoba Ward, Sendai City 
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(e)  Nagamachi Viaduct of Tohoku Shinkansen 

 

0.1 1 10
0.1

1

10

100

SK-net竜ヶ崎

SK-net藤代

SK-net牛久

S
it

e
 A

m
p

li
fi

c
a

ti
o

n
 F

a
c

to
rs

Frequency (Hz)  

(f)  Ushiku Town, Ushiku City 

Figure 3  The comparison of site amplification factor in horizontal direction (from seismic bedrock to ground surface). 
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(f)  Ushiku Town, Ushiku City 

Figure 4  The comparison of site amplification factor in vertical direction (from seismic bedrock to ground surface). 
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Figure 5  Spectral ratio between previous JMA Shizugawa 

and KiK-net Shizugawa based on seismic observation records. 
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Figure 6  Spectral ratio between horizontal component 

and vertical component at previous JMA Shizugawa. 

 

のParzen Window考慮)の比率(旧・JMA志津川／KiK-net

志津川)を計算し(Figure 5参照)，この比率(平均値)を

KiK-net志津川における既存のサイト増幅特性19)に掛け合

わせることによって評価22)した．なお，距離の違いによ

る補正としては，幾何減衰に関する補正と非弾性減衰20)

に関する補正を行い，非弾性減衰を表すQ値は，佐藤・

巽21)による東日本での推定値(海溝型地震もしくは内陸

部)を適用した．現・JMA志津川におけるサイト増幅特性

については，本震後の中小地震観測記録を対象に同様の

方法を用いて評価した．Figure 3(a)に示すとおり，旧・

JMA志津川のサイト増幅特性(水平方向)は，2Hzおよび

7Hz付近に明瞭なピーク周波数を有しており，他観測点

でのサイト増幅特性との差異が顕著に表れている． 

 Figure 4(a)は，(旧・現)JMA志津川，K-NET歌津，KiK-

net志津川における鉛直方向のサイト増幅特性を比較した

ものである．旧・JMA志津川におけるサイト増幅特性(鉛

直方向)は，まず，旧・JMA志津川での本震前の中小地震

観測記録を対象に，フーリエスペクトル(0.05HzのParzen 

Window考慮)の比率(鉛直方向／水平方向)を計算し

(Figure 6参照)，この比率(平均値)を旧・JMA志津川にお

ける水平方向のサイト増幅特性(Figure 3(a)参照)に掛け合

わせることによって評価23)した．現・JMA志津川におけ

るサイト増幅特性については，本震後の中小地震観測記

録を対象に同様の方法を用いて評価した．Figure 4(a)に示

すとおり，旧・JMA志津川のサイト増幅特性(鉛直方向)

については，水平方向で確認された非常に大きな差異
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(Figure 3(a)参照)と比較して，他観測点との差異がそれほ

ど大きくなっていない． 

3.3 愛宕高架橋 

 Figure 3(b)は，水沢I.C.，K-NET水沢，江刺支所におけ

るサイト増幅特性(水平方向)を比較したものである．水

沢I.C.および江刺支所におけるサイト増幅特性は，K-NET

水沢で同時に得られた本震前の中小地震観測記録を対象

に，スペクトル比に基づく方法 22)を用いて算定した．

Figure 3(b)に示すとおり，愛宕高架橋に比較的近い江刺支

所では，1Hz付近の周波数帯域におけるサイト増幅特性

の卓越が顕著に表れている． 

3.4 泉区南光台 

 Figure 3(c)は，泉区将監，青葉区雨宮，Small-Titan单光

台東小学校におけるサイト増幅特性(水平方向)を比較し

たものである．3観測点におけるサイト増幅特性は，K-

NET仙台で同時に得られた本震前の中小地震観測記録を

対象に，スペクトル比に基づく方法22)を用いて算定した．

Figure 3(c)に示すとおり，泉区单光台近傍にあるSmall-

Titan单光台東小学校では，1Hz付近の周波数帯域におけ

るサイト増幅特性が他観測点(泉区将監および青葉区雨

宮)よりも大きくなっている． 

3.5 青葉区西花苑 

 Figure 3(d)は，仙台宮城I.C.，青葉区落合，Small-Titan

栗生小学校におけるサイト増幅特性(水平方向)を比較し

たものである．3観測点におけるサイト増幅特性は，K-

NET仙台で同時に得られた本震前の中小地震観測記録を

対象に，スペクトル比に基づく方法22)を用いて算定した．

Figure 3(d)に示すとおり，青葉区西花苑に最も近い青葉区

落合の地震観測点では，1Hz付近の周波数帯域における

サイト増幅特性が他観測点(仙台宮城 I.C.およびSmall-

Titan栗生小学校)のものを下回っているのが読み取れる． 

3.6 長町高架橋 

 Figure 3(e)は， JR新長町 SSP， Small-Titan二ツ沢，

Small-Titan東長町小学校，仙台河川国道事務所における

サイト増幅特性(水平方向)を比較したものである．4観測

点におけるサイト増幅特性は，K-NET仙台で同時に得ら

れた本震前の中小地震観測記録を対象に，スペクトル比

に基づく方法22)を用いて算定した．Figure 3(e)に示すとお

り，長町高架橋(東北新幹線)の单部に近いSmall-Titan東

長町小学校におけるサイト増幅特性は，他地点のサイト

増幅特性を概ね包絡しているのが読み取れる．一方で，

長町高架橋(東北新幹線)の北部に相当するJR新長町SSP

のサイト増幅特性は，1Hz付近の周波数帯域におけるサ

イト増幅特性が他観測点のものよりも小さくなっている

のが読み取れる． 

3.7 牛久市牛久町 

 Figure 3(f)は，SK-net牛久，SK-net藤代，SK-net竜ヶ崎

におけるサイト増幅特性(水平方向)を比較したものであ

る．3観測点におけるサイト増幅特性は，K-NET取手で同

時に得られた本震前の中小地震観測記録を対象に，スペ

クトル比に基づく方法22)を用いて算定した．Figure 3(f)に

示すとおり，SK-net藤代では，構造物の地震被災に大き

な影響を及ぼすやや短周期帯域24)において非常に大きな

サイト増幅特性を示している． 

 Figure 4(f)は，SK-net牛久，SK-net藤代，SK-net竜ヶ崎

におけるサイト増幅特性(鉛直方向)を比較したものであ

る．3観測点におけるサイト増幅特性は，各観測点で得ら

れた本震前の中小地震観測記録を対象に，フーリエスペ

クトルの比率(鉛直方向／水平方向)を計算し，この比率

を各観測点における水平方向のサイト増幅特性(Figure 

3(f)参照)に掛け合わせることによって評価23)した．Figure 

4(f)とFigure 3(f)を比較すると，水平方向に比べて鉛直方

向では，各観測点間のサイト増幅特性の差異が非常に小

さくなっているのが読み取れる． 

3.8 総括 

 以上，上述したとおり，対象被災地点周辺では強震観

測点毎にサイト増幅特性が異なっており，この傾向は，

鉛直方向よりも水平方向のサイト増幅特性の比較におい

てより顕著に表れている．これは，対象被災地点におい

て臨時の余震観測を実施し，得られた記録に基づいた強

震波形計算（サイト特性置換手法25),26)，スーパーアスペ

リティモデル27)，疑似点震源モデル28)などによる強震動

評価）の実施が必要不可欠であることを示唆している． 

 

4.まとめ 

本研究では，2011年東北地方太平洋沖地震による被災

地点周辺の既存強震観測点におけるサイト増幅特性(地震

基盤～地表)を評価した．得られた知見を以下に示す． 

1) 対象被災地点周辺では，比較的近距離においても観

測点毎にサイト増幅特性が異なっているため，対象

被災地点におけるサイト増幅特性についても，周辺

観測点と比較して異なる特徴を示す可能性が高い． 

2) 対象被災地点における本震時の強震動評価を実施す

る際には，対象被災地点において臨時の余震観測を

実施し，得られた記録に基づいて対象被災地点での

サイト増幅特性を予め算定しておく必要がある． 

 今後は，対象被災地点において臨時の余震観測を実施

していく予定である． 

 



秦 吉弥・一井康二 
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